地方都市における公民連携によるエネルギー政策の推進手法に関する一考察 by 藏田 幸三
地方都市における公民連携によるエネルギー政策の
推進手法に関する一考察
著者 藏田 幸三
著者別名 Kurata Kozo
雑誌名 東洋大学PPP研究センター紀要 
号 4
ページ 113-130
発行年 2014-03-31
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00006396/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
地方都市における公民連携によるエネルギー政策の推進手法に関する一考察 
113 
事例研究 
 
地方都市における公民連携によるエネルギー政策の 
推進手法に関する一考察 
～湖南市地域自然エネルギー基本条例を中心として～ 
 
東洋大学 PPP 研究センター リサーチパートナー 
一般財団法人 地方自治体公民連携研究財団 
藏田幸三 
 
序章 
第１章 地方都市における地域エネルギー政策の位置づけ 
１ 湖南市の概要 
２ 湖南市の地域エネルギー政策体系 
３ 地方都市の地域エネルギー政策体系 
第２章 湖南市地域自然エネルギー基本条例の制定過程 
１ 市民主体の市民共同発電所の取り組みと地域・市民の意識醸成 
２ 全国に先駆けた地域自然エネルギー基本条例の制定 
３ 地域自然エネルギー基本条例の波及・展開 
第３章 公民連携によるエネルギー政策の推進過程 
１ 地域循環による地域活性化の取り組み 
２ コナン市民共同発電所 初号機の取り組み 
３ コナン市民共同発電所 弐号機の取り組み 
第４章 政策的インプリケーション 
 
 
 
 
 
 
 
 
東洋大学 PPP 研究センター紀要 No.4 2014 
114 
序章 
 
 本稿の目的は、地方都市における地域エネルギーに関する政策的位置づけを行った
上で、地域のエネルギーに対する取り組みを公民連携によって、持続的に推進してい
くための手法を明らかにすることである。 
 ２０１１年３月１１日の東日本大震災と福島原発の事故によって、国民の安全やエ
ネルギーに対する意識は大きく変化し始めたと考えられる。国レベルでの経済・エネ
ルギー等の循環・分配から、地域レベルでの経済・エネルギー等の循環・分配に、よ
り多くの信頼を寄せるようになる動きが生まれてきている。特に、エネルギー分野で
は、２０１２年７月からはじまった、再生可能エネルギーの固定価格買取制度によっ
て全国各地で様々なエネルギーに関する取り組みが進められている1。 
 本稿では、地域エネルギー政策に関して、全国に先駆けて基本条例を制定し、公民
連携によって具体的な政策展開・事業展開を行っている滋賀県湖南市を対象に、地方
都市における地域エネルギー政策のあり方とその推進手法について検証する。具体的
には、２０１２年９月に制定された「湖南市地域自然エネルギー基本条例」の制定過
程およびその内容と、その具体化の取り組みのひとつである「コナン市民共同発電所
初号機＜バンバン発電所＞」と「コナン市民共同発電所弐号機＜甲陸発電所＞」の事
業の推進過程を取り上げる。 
そのために、条例制定に関する政策文書や具体的な市民共同発電所の事業に関する
一次資料を収集・調査し、文献・資料等に基づく実証的な考察を試みる。 
 先行研究について整理しておくと、これまで地方都市における地域エネルギー政策
に関して、焦点を当てた先行研究は管見の限りは見当たらない。地方都市のエネルギ
ー事業に関して言及している小石と越膳（２０１３）によると、湖南市を含む全国の
自治体で地域エネルギー発電所の取り組みが進められていることが事例照会されてい
るが、そこにおける地方都市の地域エネルギー政策の体系や公民連携による推進方法
に関する踏み込みは十分ではない。また、公民連携（PPP）の分野からは、根本（２
００６）や東洋大学 PPP 研究センター（２０１３）において地域活性化の PPP 事例
が紹介されているが、地方都市の条例等を起点とした公民連携に関しては言及されて
いない。 
 具体的な考察に先だって、期待される研究成果のポイントについて簡潔に示してお
                                                   
1 市民共同発電所全国フォーラム（２０１３）発表資料および HP（気候ネットワー
ク）http://www.kikonet.org/event/20130921.html ２０１４年１月１０日閲覧 
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きたい。第一に、地方都市における自立的・持続的な暮らしを実現するために、地域
エネルギー政策は重要な位置づけを占めており、同分野の基本的な方針を条例として
定めることによって制度的なフレームを安定的に構築することが有効であること。第
二に、財政状況が逼迫する中で、地方自治体の政策経費を継続的に投入して実施する
政策には、資金的な制約から質・量の両面において一定の制約があり、それを補完す
るために公民連携による政策推進が効果的であること。第三に、地域エネルギー政策
・事業の促進に向けて、法制度上の制約や規制の緩和、先導的事業に関する政策的支
援、税財政の改革等の必要性があり、総合的・複合的な政策パッケージとして推進す
ることが、これからの日本の地域再生、経済活性化、持続的な発展を実現するために
重要であること、以上の３点が主要な知見として期待される。 
 残された課題として、今回対象とした地方都市（中核市以下のその他の市）以外で
の同様の研究が必要であると考えている。政令市の北九州市では、「市民太陽光発電所
」を計画し、そのための特別会計を設置するなどの準備も進められているなど、様々
な取り組みが進められていることから、今後は都市規模（政令市、中核市、特例市、
その他の市）ごとに最適な地域エネルギー政策のあり方や公民連携での事業推進手法
を研究していくことが求められる。 
 
第１章 地方都市における地域エネルギー政策の位置づけ 
 
１ 湖南市の概要 
（１）湖南市の立地・土地利用 
湖南市は、滋賀県南部に位置し、大阪や名古
屋の双方から１００ｋｍ圏内にあり、高速道路
や幹線道路等によって、交通アクセスが便利で
あることから、近畿圏と中部圏をむすぶ広域交
流拠点として位置づけられます。 
自然環境としては、南側に阿星山系、北川に
岩根山系、その間の丘陵地と市の真ん中を流れ
る野洲川付近一帯には平野など、水と緑の自然
環境に恵まれた地域特性を有している。地形は、
平地、丘陵、山林に分かれ、地目別には平地（
田、畑、宅地）が２７．１％、山林が５１．９％、雑種地が３．２％、池・沼、原野、
と緑の 
図表１－１ 土地利用状況 
 
（出典）湖南市総合計画（２０１３）４頁 
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河川などが１７．８％となっている（図表１－１）。 
（２）湖南市の人口 
湖南市の人口は増加傾向にあったが、
近年の伸び率は微減傾向を示している。
２０１０（平成２２）年現在の人口は、
５４，６６５人（１０月１日国勢調査
速報値）となっている。 
 また、人口推計結果では、２０１５
（平成２７）年の総人口は５８，４７
０人まで増加すると推計される。２０
０５（平成１７）年の実際人口と平成
２０１５（平成２７）年の間の推計人
口の中で、年少人口（１４歳以下の人
口）と高齢者人口（６５歳以上）と比
べると、少子高齢化が急速に進むと考えられる（図表１－２）。 
（３）湖南市の地域エネルギーの状況 
 湖南市の地域エネルギーの状況についてみてみると、中川（２０１２）によると、
湖南市の電力使用量－電気料金は、①家庭用で１億１，４１３万ｋＷｈ （１５．６％
）－２５億円、②商業用で８，２９０万ｋＷｈ（１１．３％）－１２億円、③産業用
で５億３，１８５万ｋＷｈ（７２．６％）－５３億円、④その他で３７３万ｋＷｈ（
０．５％）となっている。それに加えて、太陽光発電サーチャージ（０．０５円/ｋＷ
ｈ）が３，６６０万円と、再エネサーチャージ（０．２２円/ｋＷｈ）が１億６，１１
７万円が課される。 
 人口一人当たりの電気代の概数から推計すると、一人１カ月あたり１万円（家庭、
商業、工業すべての平均）とすると、１年間（１２か月）で１２万円、湖南市の人口
５万３８４７人をかけると、市全体として地域外に支払っている電気代は、毎年６０
億～１００億円と推計される。 
 これは湖南市における市税収入に相当する額であり、地域経済の持続的な発展を考
える際、重要な部分であることがわかる。 
 これまで湖南市の現状について整理してきた。それらを踏まえて、本稿の中心的な
考察対象である湖南市の地域エネルギーに関する計画体系について見ていく。 
 
図表１－２ 人口推移 
（出典）湖南市総合計画（２０１３）６頁 
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２ 湖南市の地域エネルギー政策体系 
（１）湖南市総合計画後期基本計画 
 湖南市の地域エネルギーに関する計画体系の最上位計画は、総合計画（後期基本計
画）である。同計画では、まちの将来像（１０年後）として「ずっとここに暮らした
い！みんなで創ろう きらめき湖南」を掲げ、その下に以下６つの目標を置いている。 
（１）みんなで共に進めるしくみをつくろう～人権尊重と自立・自助のまちづくり～ 
（２）うるおいのあるまちをつくろう～自然を活かし、自然と共生するまちづくり～ 
（３）活気あるまちをつくろう～産業が集まり、人が集うまちづくり～ 
（４）ほっとする暮らしをつくろう～生涯を通じた安心と健康のまちづくり～ 
（５）いきいきとした暮らしをつくろう～誇りとなる市民文化を創造するまちづくり 
（６）明日を拓くしくみをつくろう～効率的・効果的な行財政システムづくり 
 地域エネルギーに関する取り組みは（２）に、公民連携の取り組みは（１）・（６）
に位置づけられ、特に（２）の中で、「資源循環に対する意識を高め、省資源・省エネ
ルギーに努める」ことを掲げ、「地球温暖化対策の推進」の項目において、「省エネル
ギー活動の推進と新エネルギーの普及に努める」ことを述べている。 
 具体的には、「エネルギーの自給率や利用効率の向上を図るため、市民、事業者、環
境関連団体、市の協働により、自然エネルギー活用や省エネルギーの普及に努めるこ
と」を挙げている。 
（２）湖南市環境基本計画 
湖南市環境基本計画では、環境未来像を「野洲川の清流 山々の景色 歴史が育む
うつくし湖南」として、基本目標①共生：豊かな自然と地球を未来に残します、②循
環：環境負荷の小さい社会を築きます、③快適：健康で良好な生活環境を守ります、
④文化：潤いのある文化的な環境をつくります、⑤協働：みんなが一体となって環境
自治を進めます、として環境に対する政策・事業を体系化している。 
地域エネルギーについては、②の「循環」の中で、「地球温暖化防止への取り組み
と対策推進」において「７．太陽光や風力など、自然エネルギーの積極的な活用を図
る。」としている。また、「省エネルギーの推進」において「１．家庭、学校、職場、
地域で省エネルギーの取組を実践する。」「１３．新エネルギーを使った設備機器など
を積極的に導入するように努める。」「１４．新エネルギー導入に向けた支援制度につ
いて情報を提供する。」「１５．太陽光発電の設置に対する表彰制度を設ける。」「１７．
間伐材や廃木材など未利用エネルギーの利活用について調査、検討する。」している。 
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（３）地域主体との包括的連携協定 
 地域エネルギーの政策・事業を推進するために、基本計画に定められた自助・自立
のまちづくりや効率的・効果的な行財政システムづくりの方針に基づいて、市と地域
主体が包括的連携協定を締結することで、それぞれの資源・ノウハウ・人材・資金等
を持ち寄りながら、市・事業者・地域（市民）にとって最適な取り組みとしている。 
 具体的には、２０１２年５月に、湖南市と地域循環・エネルギーを含む環境、福祉、
観光等を横断的に取り組む「こにゃん支え合いプロジェクト推進協議会」と市が包括
協定を締結し、以下の事項について公民連携により政策・事業を進めていくこととな
った。 
（連携事項） 
・自然エネルギー等を活用したまちづくりに関すること。 
・アール・ブリュット等の資源を活用した地域福祉に関すること。 
・地場産業を活かした地域のブランドづくりに関すること。 
・地域資源の活用による地域内循環に関すること。 
・観光や文化の振興、交流に関すること。 
・地域主権と新しい公共、環境に配慮したまちづくりに関すること。 
・その他、上記に関連した、地域活性化に資する取り組みに関すること。 
（４）関連計画を含む地域エネルギー政策の体系 
湖南市における地域エネルギーに関連する計画体系以外で、これに関連するものを
整理しておく。 
まず、環境分野においては、国の環境基本法、環境基本計画があり、県の滋賀県環
境基本条例、第三次滋賀県環境総合計画、持続可能な滋賀社会ビジョンがある。これ
らと整合を図りながら、湖南市における環境・地域エネルギーの取り組みを進めてい
くこととなる。 
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つぎに、地域エネルギーに関しては、
個別分野の方針として国のエネルギー
基本計画と、県の滋賀県再生可能エネ
ルギー振興戦略プランなどがある。 
 そして、湖南市においては条例に基
づき、基本計画、環境基本計画、地域
主体との包括的連携協定によって、地
域エネルギーに関する取り組みを位置
づける。 
 このような地域エネルギー政策の体
系の関係性をまとめたものが、図表１
－３である。地域エネルギー分野にお
いては、環境分野における環境基本計
画に相当する計画が存在しないこと、
また国の環境基本法にあたる根拠法が
整備されていないことがわかる。 
 
３ 地方都市の地域エネルギー政策体
系 
 湖南市における地域エネルギー政策
の体系を見てきたが、それらを踏まえ
て地方都市における地域エネルギー政
策の体系について考察を加える（図表
１－４）。 
（１）法律 
 地方都市における地域エネルギー政
策の位置づけについて、環境分野にお
ける環境基本法に相当する根拠法を置くことが必要と考えられる。「地域エネルギー政
策」の趣旨・目的を、国民的な視点から定義・根拠づけるとともに、国と地方自治体
（市区町村と都道府県）の役割分担や計画・事業の政策・制度的なフレームを規程す
ることによって、各地域の特性に応じた取り組みを持続的に推進するインフラとなる
と考えられる。また、それに基づく必要最小限の国の方針を示す基本計画を定めるこ
産業統計 
図表１－３ 湖南市の政策体系 
（出典）筆者作成 
 
産業統計 
図表１－４ 地域エネルギー政策体系 
（出典）筆者作成 
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とで、政策的な後戻りをさせないような仕組みを設けておくことが求められる。 
（２）条例 
 つぎに、湖南市地域自然エネルギー基本条例のように、地方自治体の相違としての
条例を定めることが必要と考えられる。地域特性にあわせて、湖南市の基本条例のよ
うに理念を規程するものやより具体性・現実性のある内容を定めるものなど、多様な
内容の条例が想定される。 
 地方自治体における持続的な取り組み、後戻りをしない政策・事業の推進のために
も、議会を通じた条例制定が有効であると考えられる。 
（３）基本計画 
 条例を受けて、地域エネルギー政策の中長期的な計画を定めるものとして、基本計
画を定める方法が考えられる。地域エネルギーに関する取り組みは、数年間の実施計
画では時間的な制約から十分な計画とならない可能性があることから、条例を踏まえ
た長期スパンの計画を定め、それに基づく政策・事業運営を遂行していくことが望ま
れる。 
（４）実施計画 
 条例や基本計画を受けて、具体的な政策・事業・予算・活動等を計画するものとし
て、３年程度の短期・中期の計画を策定する方法がある。今後さらに厳しさを増す財
政状況の中で、計画的・継続的な政策・事業を推進していくためのベースとして、実
施計画を置くことが考えられる。 
（５）協定・契約 
 条例や基本計画、実施計画に基づく地方自治体の取り組みを、効率的かつ効果的に
進めていくために、公民連携による協定・契約などが必要不可欠である。公会計の精
度制約の中で、地域エネルギー事業による売電収益等を適切に管理・活用していくた
めには、民間主体（企業、団体等）との連携が必要となる。 
 具体的・現実的な事業を円滑に企画・実現・運営していくためにも、必要最小限の
公民連携の協定・契約が求められる。 
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第２章 湖南市地域自然エネルギー基本条例の制定過程 
 
１ 市民主体の市民共同発電所の取り組みと地域・市民の意識醸成 
湖南市では、１９９７年から近畿初
の事業型市民共同発電所として、湖南
市にてんとうむし１号が設置された歴
史がある。事業主体は「いしべに市民
共同発電所をつくる会」（代表、村本孝
）で、市民から一口２０万円で出資を
募り太陽光パネルを共同で設置し、そ
の売電金額を出資者に配当する取り組
みで、現在のコナン市民行動発電所の
事業スキームと同じ方式であった（図
表２－１）。 
 本事業の意義は、①出資者にとって
は、だれもがクリーンエネルギーの生
産・供給に関われる機会ができ、節電
・節約や新しい人間関係が生まれるこ
と、②屋根の提供者にとっては、設置
したことによる従業員や会員、見学者とのかかわりが生まれ、クリーンエネルギーに
関する意識が啓発されること、③地域にとっては、環境や地域エネルギーに対する意
識が向上し、学校や会社、団体等の見学場所が確保されることなどがあった。 
 設置後十数年間を経過して、着実な発電事業と売電収益の確保、その配当を継続し
ており、湖南市内における自然エネルギーに関する意識啓発・取り組みの浸透に貢献
してきている。 
 
２ 全国に先駆けた地域自然エネルギー基本条例の制定への動き 
２０１２年６月３日に、湖南市において再生可能エネルギーの取り組みについて考
える「再生可能エネルギー地域フォーラム in 湖南～ 自然エネルギーは地域のもの～
」が開催された。その３日後の２０１２年６月６日に、東京において独立行政法人科
学技術振興機構主催（総務省共催）の「自然エネルギーは地域のもの」のシンポジウ
ムが開催された。それらの機会を通じて、谷畑英吾湖南市長や地域主体の代表者であ
産 
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図表２－１ てんとうむし１号概要 
（出典）池本（２０１３）より 
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る溝口弘会長（こにゃん支え合いプロジェクト推進協議会）から、地域主体で取り組
む自然エネルギーの取り組みとして、てんとうむし１号から始まった湖南市における
地域実践の事例が報告され、来場者の関心を集めた。特に、６月６日のシンポジウム
では、地域による地域のためのエネルギー政策実現に向けた制作の必要性や自然エネ
ルギー資源を外部から収奪されずに、地域自らが最大限に活用して地域経済循環を創
出していくことの必要性、そのための条例の必要性についても言及があった。 
２０１２年７月からの固定価格買取制度の導入を契機として、全国的に多数の自然エ
ネルギーを活用した事業が展開されるようになった。小石と越膳（２０１３）によれ
ば、北は北海道札幌市から南は九州長崎市まで、太陽光、風力、熱などを活用した地
域エネルギー発電所の取り組みが行われていることがわかる。 
（１）制定までの経緯 
２０１２年７月の固定価格買取制度の導入後、大手メーカーや企業等による地域か
らみれば「外部大規模資本」によるエネルギー事業の動きも急速に拡大を見せた。し
かし、そのような外部大規模資本によるエネルギー事業は、地域固有の自然エネルギ
ーによる果実（エネルギーおよび売電益）を地域外に流出する構造を持っており、当
該地域の自治体・地域関係者には、固定資産税等を除くとほとんど経済効果が発生し
ないことが課題となった。 
そこで湖南市は、自然エネルギーの活用を地域経済循環・活性化に結び付けるとい
う政策の方向性、基本理念を定めるものとして、２０１２年９月議会において、湖南
市地域自然エネルギー基本条例を制定した。 
２０１２年４月に湖南市の機構改革により市民環境部に地域エネルギー課が発足
し、龍谷大学堀尾教授の指導・アドバイスを受けながら、半年にわたって条例案の作
成・検討、市の総合政策会議への付議、市議会全員協議会への概要説明、法規審査会、
市環境審議会で意見の聴取、パブリックコメント2、滋賀県議会温暖化・エネルギー対
策特別委員会での報告等を実施した。その後、２０１２年９月議会に、湖南市地域自
然エネルギー基本条例案を提案し、審議を経て、可決・成立した。 
以下、条例の条文にそって、本条例の内容について簡潔に説明する。 
①目的 
条例の目的として、「地域における自然エネルギーの活用について、市、事業者及
び市民の役割を明らかにするとともに、地域固有の資源であるとの認識のもと、地域
                                                   
2 パブリックコメントへの意見はなかった（池本（２０１３）） 
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経済の活性化につながる取り組みを推進し、もって地域が主体となった地域社会の持
続的な発展に寄与することを目的とする。」（第１条）と定めている。自然エネルギー
が地域固有の資源であること、それを地域経済の活性化につなげること、地域が主体
となった持続的な発展に寄与することを定めている点に特徴がある。 
②定義（対象） 
条例の対象となる自然エネルギーについて、「エネルギー源として永続的に利用す
ることができると認められるもの」（第２条）として、太陽光、風力、水力、地熱、
太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスなどと定義している。今
後の技術的な進歩等によって、必要に応じて対象の拡大などの措置を取っていく必要
性がある。 
③理念 
条例の基本理念として、以下の４項目を掲げている。 
(1) 市、事業者及び市民は、相互に協力して、自然エネルギーの積極的な活用に努
めるものとする。 
(2) 地域に存在する自然エネルギーは、地域固有の資源であり、経済性に配慮しつ
つその活用を図るものとする。 
(3) 地域に存在する自然エネルギーは、地域に根ざした主体が、地域の発展に資す
るように活用するものとする。 
(4) 地域に存在する自然エネルギーの活用にあたっては、地域ごとの自然条件に合
わせた持続性のある活用法に努め、地域内での公平性及び他者への影響に十分配
慮するものとする。 
 注目すべき点として、(3)の「地域に根差した主体」が、地域エネルギー事業に取り
組むことを掲げており、外部大規模資本による事業実施に対する一定の制約要素とな
ることが期待される。 
④役割分担 
地域自然エネルギーに関する政策・事業を推進するために、市、事業者、市民の役
割分担とその連携が必要であり、それについての規定を第４条から第６条においてい
る。まず「市は、地域社会が持続的に発展するように、前条の理念に沿って積極
的に人材を育成し、事業者や市民への支援等の必要な措置を講ずるものとする。」
こと、つぎに「事業者は、自然エネルギーの活用に関し、第３条の理念に沿って
効率的なエネルギー需給に努めるものとする。」こと、最後に「市民は、自然エネ
ルギーについての知識の習得と実践に努める」ことおよび「その日常生活において、
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自然エネルギーの活用に努める」ことを、それぞれの役割としている。 
留意点として、池本（２０１３）によれば、第４条の市の役割は、基本理念を実現
するため、積極的に人材や組織等を育成し、地域が主体となった自然エネルギーの活
用する取り組みを支援することであり、その支援等の内容は、財政的な支援ではなく、
自然エネルギーの活用において必要となる制度等の構築や研修等の支援を指すと述べ
ている。 
⑤政策推進 
 政策を推進していくために、「市は、自然エネルギーの活用に関しては、国、地
方公共団体、大学、研究機関、市民、事業者及び民間非営利活動法人その他の関
係機関と連携を図るとともに、相互の協力が増進されるよう努めるものとする。」
とし、「市は、自然エネルギーの活用について、市民及び事業者の理解を深めるた
め、自然エネルギーに関する学習の推進及び普及啓発について必要な措置を講ず
るものとする。」こととしている（第７条および第８条）。 
 湖南市の地域における公民連携の取り組みだけでなく、国や他の地方自治体、大学、
研究・専門機関、NPO 等との市域を超えた連携の促進を定めている点は、地域エネル
ギーの取り組みが自立的なものであると同時に、相互に連携・補完し合いながら社会
全体としての役割を大きくしていく必要があることからも、その重要性を認識するこ
とが求められる。 
⑥罰則等 
 本条例には、罰則規定等の規定はなく、今後の湖南市における自然エネルギーの活
用に向けた理念を定める条例となっている。 
 
３ 地域自然エネルギー基本条例の波及・展開 
 湖南市の全国に先駆けた条例制定の動きは、大きな社会的関心を呼び、多くのメデ
ィア・報道等で取り上げられた。そのことを通じて、自然エネルギーを地域のために
活用していくという理念に賛同する地方自治体によって、同条例を参考にした条例制
定の動きが広がって行った。 
 具体的には、愛知県新城市、兵庫県洲本市、高知県土佐清水市、長野県飯田市など
で、湖南市の条例の趣旨と関連した条例を制定し、地域自然エネルギーの政策・事業
を推進している。今後はこれらの地方自治体や関係団体（民間サイド）との横連携を
深め、各地域の取り組み・状況等の情報交換や課題の共有、解決策づくりなどを進め
ていくことが求められる。 
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第３章 公民連携によるエネルギー政策の推進過程 
 
１ 地域循環による地域活性化の取り組み 
（１）こにゃん支え合いプロジェクト推進協議会の設立・活動開始 
１９９７年のてんとうむし１号の設置から十数年を経て、２０１１年に新しい公民
連携によるまちづくりのプロジェクトとして、こにゃん支え合いプロジェクト推進協
議会が設立され、活動を開始した。当時の総務省「緑の分権改革モデル実証調査事業」
に採択され、環境（エネルギー）、福
祉（ケア）、特産品（フード＝食）の
３つの領域を横断的に連携・循環さ
せることによって、地域主体の新し
い経済循環・活性化のモデルを構築
することを目的に、活動が展開され
た。協議会は、湖南市内で活動する
環境、福祉、観光、経済、農業、ま
ちづくり等の各分野から、実務的な
活動を推進するためのキーパーソン
１０名を集めて組織された（図表３
－１）。 
 活動の軸として、①エネルギー分野の取り組み＝コナン市民共同発電所プロジェク
ト、②福祉分野の取り組み＝アールブリュット福祉ツーリズムプロジェクト、③特産
品（食）分野の取り組み＝コミュニティルネッサンスプロジェクトの３つを掲げた。
会長、両副会長が１つづつプロジェクトを統括し、協議会メンバーで３つのワーキン
グ（分科会）を設け、そこでの議論を中心に実際の活動を展開した。 
 地域自然エネルギーに関するモデル的な実証実験を展開した「コナン市民共同発電
所プロジェクト」は、２０１１年度には湖南市における自然エネルギーの発電・売電
事業のフィージビリティ（実現可能性）を検証するために３か所（福祉施設２か所（
小規模・大規模施設）と観光施設）にモデル発電所を設置し、その運用状況を調査す
るとともに、市民口座の開催など普及啓発事業を展開した。２０１２年度には、コナ
ン市民発電所初号機の事業化に向けた普及啓発・市民連続講座等の実施、小水力実験
や電力の見える化の事業を展開した。 
 
産 
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図表３－１ 協議会の構成 
（出典）筆者作成 
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（２）活動成果に基づく市と協議会の包括協定と事業主体（法人）の設立 
 ２０１１年度のこにゃん支え合いプロジェクト推進協議会の取り組みが一定の成果
をあげ、具体的な市民共同発電所等の事業推進に向けた見通しが見え始めてきたこと
から、単発的なモデル事業としての取り組みから、継続的・持続的な活動へと発展さ
せるための仕組みづくりが必要となった。 
 そこでより円滑な行政と民間・地域をつなぐベースとして、湖南市においては地域
団体とは初となる包括連携協定を、湖南市とこにゃん支え合いプロジェクト推進協議
会との間で締結した。その中に地域自然エネルギーに関連する取り組みについて、公
民連携で取り組んでいくこととその担い手として本協議会を位置づけた。 
 しかし、基本条例が定める地域主体による市民共同発電所等の地域自然エネルギー
事業を実施するためには、任意団体である協議会では契約や資産保有、税務申告、リ
スク管理、資金調達等において多くの課題に直面することが明らかとなった。そこで、
市と協議会が公民連携で取り組む地域自然エネルギー事業を実施するためのヴィーク
ル（組織／受け皿）として、一般社団法人コナン市民共同発電所プロジェクト（代表
理事 溝口弘、理事他３名、監事１名）を設立した。このことによって、２０年間にわ
たる長期の発電事業に対する契約責任を担保することができるようになり、コナン市
民共同発電所の初号機の実現に向けた準備が整った。 
 
２ コナン市民共同発電所 初号機の取り組み 
地域自然エネルギー基本条例に基づく、公民連携の政策・事業推進の第一号として、
コナン市民共同発電所初号機＜バンバン発電所＞の取り組みがスタートした。２０１
１年の実証実験の際、太陽光
発電施設をモデル設置した社
会福祉施設との連携により、
初号機の設置場所を確保する
ことができた。湖南市は障が
い者福祉の分野における全国
的な先進地であることから、
２０１１年の段階から福祉と
の連携による事業実現に対す
る意識・方針が広く共有され
たことで、事業実現へとつな
産 
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図表３－２ 初号機の設置概要 
（出典）トランスバリュー信託『自然のちからファンド アー
スソーラー（コナン市民共同発電所 初号機』（販売用資料）２
０１２年１０月、５頁。 
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がった。 
初号機の事業スキームの構築にあたっては、条例の趣旨に基づき、地域循環をどの
ように実現していくのか、
が課題となった。東近江
市等における事例調査を
通じて、地域商品券で配
当することのメリットと
デメリットを分析した結
果、信託スキームを活用
し、不特定多数の市民か
らの出資を安全に管理し、
それを地域商品券で配当
することができる方式を
選択した。配当である地
域商品券は、地域の特産
品アンテナショップや福
祉施設等の商品等と交換
できるように、関係者と
の調整を行った。 
 施設設備の概要は、図
表３－２の通りである。
また、出資・配当等の市民共同発電所のスキームは、図表３－３の通りである。出資
は一口１０万円で８０口、出資者には元金と収益配当２．０％（税引前）を加えた金
額を２０年間にわたり商品券で配当することとなっている。施設の設置・運営等は一
般社団法人コナン市民共同発電所が担い、信託業務や工事業務等を外部専門事業者に
委託した。 
 ２０１３年２月には、市民共同発電所の出資が集まったことから、湖南市民共同発
電所の初号機の設置が行われ、地域自然エネルギー事業の運用が開始された。オープ
ニングには、谷畑英吾湖南市長も出席し、テープカットが行われた。その後、毎月の
発電量は、湖南市の広報紙「広報こなん」に１ページを使って紹介・情報公開され、
広く市民に向けた普及啓発の材料として活用されている。当初の事業計画（収支計画）
に沿って発電事業は運営されており、２０１４年春には第一回の配当が行われる予定
産 
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図表３－３ 初号機の事業スキーム 
（出典）トランスバリュー信託『自然のちからファンド アースソー
ラー（コナン市民共同発電所 初号機』（販売用資料）２０１２年１０
月、２頁 
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となっている。 
 
３ コナン市民共同発電所 弐号機の取り組み 
地域自然エネルギー基本条
例に基づく、公民連携の政策
・事業推進の第二号として、
コナン市民共同発電所弐号機
＜甲陸発電所＞が計画された。
２０１３年２月の初号機の運
用開始を経て、弐号機の事業
が計画された。初号機が２０
kWh と比較的小規模なもの
であったことから、弐号機は
より大規模な発電事業として
スケールメリットが発揮でき
るよう、１００ｋWh 規模の
事業として計画された。 
施設設備の概要は、図表３
－４の通りである。また、出
資・配当等の市民共同発電所
のスキームは、図表３－５の
通りである。 
弐号機の新しい特徴として、
以下の２点がある。①地域事
業者（企業市民）との連携が
実現したこと、②配当方式の
多様化を行ったことである。 
①については、弐号機の実
現にあたって地域貢献に熱心
に取り組んできた地元企業が、
発電施設の設置場所の提供に
産 
業統計 
図表３－５ 弐号機の事業スキーム 
産 
業統計 
図表３－４ 弐号機の設置概要 
（出典）トランスバリュー信託『自然のちからファンド アー
スソーラー（コナン市民共同発電所 弐号機』（販売用資料）２
０１３年４月、５頁。 
（出典）トランスバリュー信託『自然のちからファンド アースソ
ーラー（コナン市民共同発電所 弐号機』（販売用資料）２０１３年
４月、４頁。 
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協力していただいた。それによって、これまで市民・個人中心であった出資者が、企
業・商店・事業所等へと大きく拡大することにつながった。同時に企業にとっても、
新しい事業型の地域貢献活動のひとつとして、市民共同発電所の仕組みを活用するこ
とによって、これまでにないＣＳＲの取組として情報発信することができるようにな
った。そのようなきっかけとなったのは、基本条例の社会的な関心、メディア報道と、
市長と産業界との意見交換であり、市民のみならず企業・事業者を巻き込むことによ
る新しい公民連携のチャネルが構築された。 
②については、初号機の出資呼びかけの中で、出資に対する元金の返済と売電益の
配当のすべてを地域商品券で行うことに対する声があり、特に弐号機では事業規模が
大きくなることから出資額も個人の１口・２口程度だけでなく、企業・団体等がまと
まって出資にご協力いただくことが想定されたことから、元金の返済についてのみ商
品券と現金とを選択できるように工夫・改善を行った。そして条例・事業趣旨等に照
らして、すべて商品券で配当を受ける場合には２．０％、元金を金銭で受け取る場合
には１．５％と予定配当率に格差を設けた。 
弐号機は２０１２年９月から運用を開始している。事業規模が大きくなることから
、日常的な管理運営における事業主体の責任は重くなっており、その責務を着実に果
たしていくことが、将来的な持続的な公民連携事業の礎になっていくと考えられる。 
 
第４章 政策的インプリケーション 
 
１ 条例制定による制度的フレームづくり 
第一に、地方都市における自立的・持続的な暮らしを実現するために、地域エネルギ
ー政策は重要な位置づけを占めており、同分野の基本的な方針を条例として定めるこ
とによって制度的なフレームを安定的に構築することが有効であること。 
 
２ 公民連携による自立的・持続的な事業展開 
第二に、財政状況が逼迫する中で、地方自治体の政策経費を継続的に投入して実施す
る政策には、資金的な制約から質・量の両面において一定の制約があり、それを補完
するために公民連携による政策推進が効果的であること。 
 
３ 政策・事業を加速させるための戦略 
第三に、地域エネルギー政策・事業の促進に向けて、法制度上の制約や規制の緩和、
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先導的事業に関する政策的支援、税財政の改革等の必要性があり、総合的・複合的な
政策パッケージとして推進することが、これからの日本の地域再生、経済活性化、持
続的な発展を実現するために重要であること 
 
４ 残された課題 
今回対象とした地方都市（中核市以下のその他の市）以外での同様の研究が必要で
あると考えている。政令市の北九州市では、「市民太陽光発電所」を計画し、そのため
の特別会計を設置するなどの準備も進められているなど、様々な取り組みが進められ
ていることから、今後は都市規模（政令市、中核市、特例市、その他の市）ごとに最
適な地域エネルギー政策のあり方や公民連携での事業推進手法を研究していくことが
求められる。 
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